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令和 5年 9月 1日 

関係各位 

 

 

 

 

令和５年度東京都介護支援専門員専門研修課程Ⅱ（延長募集）のお知らせ 

 

日頃より、当財団の実施事業に対し、ご理解ご協力を賜り、誠にありがとうございます。 

 さて、このたび当財団は、東京都の事業指定を受け、令和５年度東京都介護支援専門員専門研修課

程Ⅱを実施することとなりました。本研修は、居宅介護支援事業所等で現に介護支援専門員として実

務に携わっている方（令和５年９月１日現在）を対象として、下記のとおり実施するものです。つき

ましては、貴事業所・施設所属の介護支援専門員にご周知いただくと共に、本研修の受講を希望され

る方につきましては、お申し込みくださいますようお願い申し上げます。 
 

※介護支援専門員証の有効期間更新の為にどの研修の受講が必要かは「別紙 1」の研修フローチャート

を必ずご確認ください。 

※今年度については、東京都に相談の上、専門Ⅰ及び専門Ⅱ研修の同時受講及び専門研修Ⅱを専門研

修Ⅰの修了前に受講をする（逆転受講という）が特例として認められております。※初回更新の場合

は専門研修Ⅰ及び専門研修Ⅱの修了が必要です。 

該当の方は東京都福祉局 高齢者施策推進部介護保険課 ケアマネジメント支援担当に連絡ください。

東京都に事前相談がない場合は受講が認められない場合があります。 

電話：０３－５３２０－４２７９（直通） 

 

※「介護支援専門員証」の有効期間満了日が「令和５年４月１日から令和６年１月３１日」の方 

（東京都特例措置期間終了日反映も含む）は本研修の修了が間に合わないため、受講を申し込まれ

ても、受け入れをお断りさせていただきます。ご注意ください。 

 

記 

１．研修の目的 

現任の介護支援専門員に対して、一定の実務経験をもとに、必要に応じた専門知識及び技能の修

得を図ることにより、その専門性を高め、多様な疾病や生活状況に応じて、医療との連携や多職種

協働を図りながらケアマネジメントを実践できる知識及び技術を修得し、もって介護支援専門員の

資質向上を図ることを目的としています。 

２．実施団体   

公益財団法人 総合健康推進財団 
 
３. 申し込み方法 

申込用紙記載の上、当財団に郵送にてご提出ください。 

申込用紙は、当財団ホームページ上「書式ダウンロード」よりダウンロードをお願いします。 

本紙２頁「５．受講対象者(受講要件)」に該当することをご確認いただき、当財団指定の申込用紙

にて申込をお願いします。 

当財団にて申込用紙の到着確認は致しません。予めご了承ください。 

 

４．受講申し込みの締め切り 

 （１）１次締め切り  ９月２９日（金）必着（対象コース：オンライン⑲コース・集合㉝コース） 

（２）２次締め切り １０月３１日（火）必着（対象コース：オンライン⑲コース・集合㉝コース） 

（３）３次締め切り １１月３０日（木）必着（対象コース：集合㉝コースのみ） 

※定員になり次第締め切りとさせていただきますので、お早めにお申込ください。 

 

 

 

公益財団法人 総合健康推進財団 

理  事  長  三 浦  公 嗣 

        （公印省略） 
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５．東京都介護支援専門員専門研修Ⅱ受講対象者(受講要件) 

下記(１)～(４)すべてを満たす方が受講対象となります。 

(１) 令和５年９月１日現在、東京都介護支援専門員資格登録簿に登録されている方 

・研修の受講地は原則として介護支援専門員資格の「登録地」です。 

(２) 令和５年９月１日現在、介護支援専門員としての実務に従事している方 

地域包括支援センター（保健師、社会福祉士の配置で予防プランを作成した場合も含む。主任介

護支援専門員はケアプランを作成していない場合も可）、居宅介護支援事業所、指定介護老人福祉

施設、介護老人保健施設、介護医療院、指定介護療養型医療施設、特定施設入居者生活介護（介

護予防を含む。）の事業所、小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む。）の事業所、認知症対応

型共同生活介護（介護予防を含む。）の事業所、地域密着型特定施設入居者生活介護の事業所、地

域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護の事業所、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅

介護に限る。）の事業所、指定介護予防支援事業所及び基準該当介護予防支援事業所のいずれかに

おいて介護支援専門員として介護サービス計画の作成を行っていること。 

 ※ショートスティの計画のみの作成をされている方は対象になりません。 

 ※指定居宅介護支援事業所においては、基準上、常勤専従の管理者を置くこととなっており、

当該管理者については実務経験として認められます。  

(３) 令和５年９月１日現在、実務就業期間が３年以上の方 

実務就業期間は、介護支援専門員として介護サービス計画作成の業務を行っている（いた）期

間を通算します。 

 (４) 令和５年９月１日現在、 「専門研修課程Ⅰ」を修了している方 

 

 

 

・専門研修課程Ⅱの受講に際しては、専門研修課程Ⅰを修了していることが要件となっています。 

初めて介護支援専門員証(以下「専門員証」)の更新をされる方は、専門研修課程Ⅰを先に受講し

てください。 

 

・専門員証の有効期間の更新が２回目以降の方で、前回の更新時に５６時間の更新研修（実務経

験者向け）又は専門研修課程Ⅰ及び専門研修課程Ⅱを受講した方は、専門研修課程Ⅰは免除され

ます。 

注：専門員証の更新のために必要な研修は、１回目の更新と２回目以降の更新で条件が異なりま

す。３頁【要確認：更新にあたって】および別紙１「介護支援専門員の資格及び研修の体系」を

必ずご覧いただき、更新に必要な研修をご確認ください。 

※今年度については、東京都に事前の相談がある方は、 
専門Ⅰ及び専門Ⅱ研修の同時受講及び逆転受講が特例として認められております。 
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【要確認：更新にあたって】 

※注）現任でない方の専門員証更新のための研修については、各都道府県の更新研修実施機関

までお問合せください。 

※注）就業後３年未満で専門研修Ⅱの受講要件がない方は、更新研修(実務経験者向け３２時間)

を受講してください。 

【東京都登録の方：東京都福祉保健財団 TEL：０３-３３４４-８５１２】 

 
① 専門員証 １回目の更新の方（専門員証交付後、初めての有効期間満了日を迎える方） 

実務経験者は「専門研修課程Ⅰ」及び「専門研修課程Ⅱ（更新研修３２時間）の両方の受講が

必要となります。 

 

② 専門員証 ２回目以降の更新の方（既に１度以上更新したことがある方） 

２回目以降の更新に必要な研修は、前回の更新の際に受講した研修種別と、前回更新後（前回

の有効期間満了日以降）の実務経験の有無によって異なります。 

 

③ 専門研修と更新研修の両方の受講要件に該当する方 

平成２８年度から専門研修と更新研修の両方の受講要件に該当する方は、専門研修を受講して

いただくことになります。 

更新研修は、原則、介護支援専門員証の有効期間がおおむね１年以内に満了する方で、専門研

修の受講要件に満たない方を対象とします。 

 

④ 前回「再研修（失効者向け）」を受講して専門員証交付を受けた方 

実務経験者は「専門研修課程Ⅰ」及び「専門研修課程Ⅱ（更新研修３２時間）」の両方の受講

が必要となります。 

 

⑤ 主任介護支援専門員の資格をお持ちの方 

平成２８年度より主任介護支援専門員に更新制が導入され、更新時の研修として「主任介護支

援専門員更新研修」（以下「主任更新研修」という。）が創設されました。主任介護支援専門員

の資格をお持ちの方は、別紙 1「主任介護支援専門員更新研修 フローチャート」も必ずご確

認ください。 

 ※「主任更新研修」を修了した者は、更新研修（現任の方は専門研修。以下「更新研修等」と

いう。）を受けた者とみなされることから、更新研修等の受講は免除されます。(「主任研修」

は専門員証更新のための研修とはなりません。別途、専門員証更新のための更新研修等の受

講が必要です。） 

※主任更新研修を受講しない場合（受講要件を満たさない場合や受講決定がなされない場合も

含む。）で、介護支援専門員として更新する場合は更新研修等を受講することになります。 

 ※介護支援専門員証の有効期間内に更新研修等を修了し、介護支援専門員証の更新をしなけれ

ば、介護支援専門員の業務に従事することはできませんので、主任介護支援専門員であって

も介護支援専門員証の有効期間が１年に満たない方は更新研修等を受講していただくこと

をお勧めいたします。 

 

６．研修日時及び場所  本紙５頁の「研修日程一覧」をご覧ください。 

 

７．受講料について 

  ２３,８００円（受講料） 

   この受講料は消費税法及び消費税法施行令の規定に基づき非課税です。 

※受講決定通知書送付時に受講料を印字した払込用紙（払込取扱票）を同封致します。お支払い

の際、振込期限内に必ずその払込用紙使用して振込みをしてください。振込期限が１週間程度

となっております。ご注意ください。 

※一度お振込みいただいた受講料は、いかなる理由においても返金できませんので予めご了承く

ださい。 

※払込受領証が領収証になります。再発行は致しません。また、「領収書」として、別途発行も致

しませんのでご注意ください。 
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８．研修実施方法 

・本法定研修は東京都からの通知によりオンライン研修を実施致します。 

  また、オンラインでの受講が難しい方向けに集合研修を設けています。ただし、新型コロナ 

  ウイルス感染症等の流行状況により研修開始後に研修日程等の変更や延期となる可能性があ 

ります。積極的にオンライン研修コースによる受講をご検討ください。 

 

・講義動画配信（YouTube） 

全てのコースで講義動画をご視聴のうえ、期日までに課題の提出をしていただきます。 

 

※提出物につきましては申込時点で送付いただく必要はありません。受講決定時に詳細をお知ら

せ致します。 

 

９．受講決定について 

各コースについて、定員を超えての希望があった場合、そのコースについては介護支援専門員資

格有効期間満了日が近い方を優先とさせていただいた上、受講決定していきます。予めご了承く

ださい。 

  ※東京都コロナ特定措置対象者の方は特例措置期間の終了日を資格有効期間満了日と致します。 

※申し込み内容に不備があった場合は、受講決定の順が繰り下げになる事があります。 

※受講対象に該当しない方からの申し込みや書類に虚偽の記載が認められた場合、受講決定を取 

り消す事があります。その場合でも、一度お振込みいただいた受講料は返金できません。 

  

【受講決定通知発送日】 

（１）１次締め切り申込者 １０月上旬 

（２）２次締め切り申込者 １１月上旬 

（３）３次締め切り申込者 １２月上旬 

 

【受講決定通知送付先】 

・オンライン研修コース、集合研修コース共通 

申込書記載の住所宛に受講決定通知書及び受講料払込用紙を郵送致します。 

 

  受講決定通知が上記発送予定日から２週間過ぎても届かない場合は、本紙５頁「１３．問い合わ

せ先」 

公益財団法人 総合健康推進財団  東京都介護支援専門員研修課程Ⅱ（研修事務局）にご連絡く

ださい。 

 

 

１０．修了証書について 

研修の修了証書は、研修の全科目を修了された方を対象に、実施法人である公益財団法人総合健

康推進財団より発行します。 

修了証書は主任介護支援専門員研修の受講や、介護支援専門員証更新の際に必要となります。 

修了証書の再発行は行っておりませんので大切に保管してください。 

尚、修了証書の紛失等により、当財団にて修了証明書を発行する場合につきましては、 

手数料５，０００円【内訳：１０％対象 ４，５４６円 消費税 ４５４円】を頂戴致します。 
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１１．個人情報の取り扱いについて 

介護支援専門員専門研修受講申込書に記載された個人情報については、適正に管理を行い、東京

都介護支援専門員の受講要件審査・実施及び名簿登録・修了証明書発行業務以外の目的に利用する

ことはありません。なお受講履歴等について、名簿登録のために東京都に、また次回研修受講申込

時の受講要件審査のために、東京都から他の東京都指定研修実施機関に提供を行います。 

 

１２．その他 

身体障害等により受講時における配慮が必要な方については、申込用紙の「特記事項」の欄に、障

害等の程度・必要な配慮の内容等について、簡潔にご入力ください。申込受付後、別途確認いたし

ます。 

 

１３．問い合わせ先 

【専門Ⅱ申込先および受講に関する問い合わせ先】 

公益財団法人 総合健康推進財団  東京都介護支援専門員研修課程Ⅱ（研修事務局） 

〒101-0047 東京都千代田区内神田二丁目 7番 6号 ゆまにビルディング 4階 

  TEL ０３-６２６２-７１３２   

 
問い合わせ曜日・時間は、月曜日～金曜日（祝・祭日除く）の ９：００～１７：００です。 

申し込み時期は、問い合わせの集中により電話が大変に混み合う時間帯が生じる可能性がござい

ます。予めご了承くださいますようお願い申し上げます。 

 

 

 

研修日程一覧 

コース 事前講義 演習１日目 

13:00-17:00 

演習２日目 

10:00-18:00 

演習３日目 

10:00-18:00 

演習４日目 

10:00-18:00 

１９コース 

Zoom（オンライン） 

定員１１０名 

共通事前 

講義課題 

１２月８日（金） １２月２１日（木） １月１７日（水） １月２４日（水） 

３３コース 

府中会場（集合） 

定員６０名 

（動画視聴） １月１１日（木） １月１３日（土） １月３０日（火） ２月１日（木） 

 

会場情報（府中会場） 

「ルミエール府中」府中市府中町２-２４ 

（京王線 府中駅北口 徒歩約１０分） 

 

延長募集での申し込みの場合、資料発送から課題提出までの期間が約２週間となります。 

ご承知おきください。 

研修の流れにつきましては、本紙１０頁をご参照ください。 

 



東京都介護支援専門員専門研修課程Ⅱ　カリキュラム表１（各科目内容）

時間数 内容

講義
４時間

・介護保険制度の改正等の最新状況や地域包括ケアシステムの構築に向けた現状の取組及び課題に
ついての講義を行う。
・地域包括ケアシステムの構築に向けて、介護支援専門員が果たすべき役割に関する講義を行う。
・利用者やその家族を支援する上で関連する最新の制度、動向及び社会資源に関する講義を行う。
・介護保険制度や介護支援専門員を取り巻く状況など現状で課題となっている事項に関する講義を行
う。

　家族への支援の
　視点が必要な事例

講義
及び
演習

４時間

・各自が担当している家族支援が特に必要なケースの居宅サービス計画等を持ち寄り、事例に関して
分析した内容の発表、意見交換等を通じて、適切なアセスメントを行う際の留意点や居宅サービス計画
等の作成における留意点を理解、再確認する。それらの留意点や必要に応じ根拠となる各種統計デー
タを活用する等により、別の類似の事例等にも広く対応することができる知識・技術を修得する。
・家族に対する支援に当たり重要となる各種知識や関係機関、地域住民をはじめとする多職種との連携
方法に関する講義を行う。
・家族支援が必要なケースを検討するに当たり、効果的なものとなるようインフォーマルサポート・サービ
スも含めた地域の社会資源を活用したケアマネジメントの展開に関する講義を行う。

　社会資源の活用に
　向けた関係機関との
　連携に関する事例

講義
及び
演習

４時間

・各自が担当している他の制度（生活保護制度、成年後見制度等）を活用している事例、インフォーマ
ルサービスを提供する事業者との連携が必要な事例等の居宅サービス計画等を持ち寄り、事例に関し
て分析した内容の発表、意見交換等を通じて、適切なアセスメントを行う際の留意点や居宅サービス計
画等の作成における留意点を理解、再確認する。それらの留意点や必要に応じ根拠となる各種統計
データを活用する等により、別の類似の事例等にも広く対応することができる知識・技術を修得する。
・他の制度を活用するに当たり重要となる各種知識や関係機関、多職種との連携方法に関する講義を
行う。
・他の制度を活用するケースを検討するに当たり、効果的なものとなるようインフォーマルサポート・サー
ビスも含めた地域の社会資源を活用したケアマネジメントの展開に関する講義を行う。

　入退院時等における
　医療との連携に
　関する事例

講義
及び
演習

４時間

・各自が担当している入退院時等におけるケースの居宅サービス計画等を持ち寄り、事例に関して分析
した内容の発表、意見交換等を通じて、適切なアセスメントを行う際の留意点や居宅サービス計画等の
作成における留意点を理解、再確認する。それらの留意点や必要に応じ根拠となる各種統計データを
活用する等により、別の類似の事例等にも広く対応することができる知識・技術を修得する。
・入退院時等の支援に当たり重要となる各種知識や医療職をはじめとする多職種との連携方法に関す
る講義を行う。
・入退院時のケースを検討するに当たり、効果的なものとなるようインフォーマルサポート・サービスも含
めた地域の社会資源を活用したケアマネジメントの展開に関する講義を行う。

　リハビリテーション
　及び福祉用具の
　活用に関する事例

講義
及び
演習

４時間

・各自が担当しているリハビリテーションや福祉用具等を組み入れた居宅サービス計画等を持ち寄り、
事例に関して分析した内容の発表、意見交換等を通じて、適切なアセスメントを行う際の留意点や居宅
サービス計画等の作成における留意点を理解、再確認する。それらの留意点や必要に応じ根拠となる
各種統計データを活用する等により、別の類似の事例等にも広く対応することができる知識・技術を修
得する。
・リハビリテーションや福祉用具等を活用するに当たって重要となる関連知識や歯科医師、リハビリテー
ション専門職等との連携方法に関する講義を行う。
・リハビリテーションや福祉用具等の活用を検討するに当たり、効果的なものとなるようインフォーマルサ
ポート・サービスも含めた地域の社会資源を活用したケアマネジメントの展開に関する講義を行う。

　認知症に関する
　事例

講義
及び
演習

４時間

・各自が担当している認知症である要介護者等の居宅サービス計画等を持ち寄り、事例に関して分析し
た内容の発表、意見交換等を通じて、適切なアセスメントを行う際の留意点や居宅サービス計画等の作
成における留意点を理解、再確認する。それらの留意点や必要に応じ根拠となる各種統計データを活
用する等により、別の類似の事例等にも広く対応することができる知識・技術を修得する。
・認知症の要介護者等及び家族を支援するに当たり重要となる各種知識や医療職をはじめとする多職
種や地域住民との連携方法に関する講義を行う。
・認知症である要介護者等の支援方法を検討するに当たり、効果的なものとなるようインフォーマルサ
ポート・サービスも含めた地域の社会資源を活用したケアマネジメントの展開に関する講義を行う。

　看取り等における
　看護サービスの
　活用に関する事例

講義
及び
演習

４時間

・各自が担当している看護サービスを組み入れた居宅サービス計画等を持ち寄り、事例に関して分析し
た内容の発表、意見交換等を通じて、適切なアセスメントを行う際の留意点や居宅サービス計画等の作
成における留意点を理解、再確認する。それらの留意点や必要に応じ根拠となる各種統計データを活
用する等により、別の類似の事例等にも広く対応することができる知識・技術を修得する。
・看取り等を含む看護サービスを活用するに当たって重要となる各種知識や医師、看護師等との連携
方法に関する講義を行う。
・看取り等を含む看護サービスを検討するに当たり、効果的なものとなるようインフォーマルサポート・
サービスも含めた地域の社会資源を活用したケアマネジメントの展開に関する講義を行う。

　状態に応じた多様な
　サービス
 （地域密着型ｻｰﾋﾞｽ、
　 施設ｻｰﾋﾞｽ等）の
　 活用に関する事例

講義
及び
演習

４時間

・各自が担当している地域密着型サービス等の多様なサービスを活用している事例等の居宅サービス
計画等を持ち寄り、事例に関して分析した内容の発表、意見交換等を通じて、適切なアセスメントを行う
際の留意点や居宅サービス計画等の作成における留意点を理解、再確認する。それらの留意点や必
要に応じ根拠となる各種統計データを活用する等により、別の類似の事例等にも広く対応することがで
きる知識・技術を修得する。
・状態に応じた多様なサービスを活用するに当たり重要となる各種知識や関係機関・介護サービス事業
者との連携方法に関する講義を行う。
・状態に応じて多様なサービスを活用するに当たり、効果的なものとなるようインフォーマルサポート・
サービスも含めた地域の社会資源を活用したケアマネジメントの展開に関する講義を行う。

　介護保険制度及び
　地域包括ケアシステムの
　今後の展開

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
お
け
る
実
践
事
例
の
研
究
及
び
発
表

計 　　３２時間

研修科目
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東京都介護支援専門員専門研修課程Ⅱ　カリキュラム表２（日程構成）

種別 時間

4時間

45分

45分

45分

45分

45分

45分

45分

演習1日目 講義・演習 3時間15分

講義・演習 3時間15分

講義・演習 3時間15分

講義・演習 3時間15分

講義・演習 3時間15分

講義・演習 3時間15分

講義・演習 3時間15分

状況に応じた多様なサービス
（地域密着型サービス、施設サービス等）の活用に関する事例①

家族への支援の視点が必要な事例②

入退院時等における医療との連携に関する事例②

演習3日目

リハビリテーション及び福祉用具の活用に関する事例②

社会資源の活用に向けた関係機関との連携に関する事例②

演習2日目

看取り等における看護サービスの活用に関する事例②

認知症に関する事例②

演習4日目

状態に応じた多様なサービス（地域密着型サービス、施設サービス等）の活用
に関する事例②

計 32時間

科目

動画視聴
（YouTube）

介護保険制度及び地域包括ケアシステムの今後の展開

家族への支援の視点が必要な事例①

講義

入退院時等における医療との連携に関する事例①

リハビリテーション及び福祉用具の活用に関する事例①

認知症に関する事例①

社会資源の活用に向けた関係機関との連携に関する事例①

看取り等における看護サービスの活用に関する事例①
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令和５年７月１日 

 

東京都介護支援専門員研修受講生 各位 

 

東京都福祉局高齢者施策推進部介護保険課 

 

 

介護支援専門員研修のオンライン実施について 

 

平素より東京都における介護保険事業の円滑な運営にご尽力賜り厚く御礼申し上げ

ます。 

東京都では、介護支援専門員研修をオンライン方式で実施しています。 

オンラインの受講環境が整わない方等に対し、集合形式のコースも開催しますが、新型コ

ロナウイルス感染症の状況等により実施できなくなる場合もありますので、積極的にオン

ラインでの受講を活用いただきますようお願いいたします。 

オンラインでの受講に際しては、裏面のオンライン受講環境が必要となります。詳細につ

いては、受講申込時に研修実施機関の募集案内等でご確認ください。 

介護支援専門員、また介護支援専門員の所属する事業所の管理者の皆様におかれまして

は、事前にオンライン研修の受講環境整備にご協力をお願いいたします。 

また、本通知の内容は以下のＨＰにも掲載しておりますので、合わせてご確認ください。 

 

【東京都福祉局 介護支援専門員の研修情報】 

※東京都登録の介護支援専門員の方に関する必要な最新

の情報が掲載されておりますので随時ご確認願います。 

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/hoken/

kaigo_lib/care/kenshuujyouhou.html 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面に続く） 

担  当：東京都福祉局高齢者施策推進部 

介護保険課ケアマネジメント支援担当 

問い合わせ先：０３－５３２０－４２７９ 
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オンライン研修に必要となる受講環境について 

 

1 インター

ネットに

接続でき

るパソコ

ン（PC） 

・研修は講義動画のオンライン視聴や Zoom による演習（グループワー

ク）等を行うため、PC（デスクトップまたはノート）が必要です。スマ

ートフォンやタブレット等での受講はできません。 

・PC１台につき１名での参加とします。１台の PC で複数名が参加する

ことはできません。 

・研修で使用する記録シート等のファイルを開くために必要なソフトウ

ェア（Microsoft Word、Excel 等）のインストールが必要です。 

2 インター

ネット環

境  

・研修時間中は、インターネットに常時接続します。安定して接続でき

る環境か、通信環境を事前にご確認ください。 

・オンライン研修により発生する通信料は受講者負担となります。 

・データ使用量が多いため、モバイル回線よりも有線の高速回線を推奨

します。 

3 イ ヤ ホ

ン・マイ

ク 

・PC に接続できるイヤホンとマイクが必要です。 

・同じ空間で PC を複数使用する場合は、ハウリング防止のためヘッド

セットを使用してください。 

・ヘッドセットのマイクは雑音が入りにくい「単一指向性」のものを推

奨します。 

4 ウェブカ

メラ 

・研修中は受講状況の確認のため、カメラをオンにして常時顔を映して

受講してください。 

・PC にカメラが内蔵されていない場合は、外付けのウェブカメラが必

要です。 

5 受講に適

切な場所 

・自宅や勤務先等、安全かつ研修に集中できる静かな場所で受講してく

ださい。特に勤務先等で受講される場合は、周囲の音声が入らないよう

に配慮してください。（個人情報漏洩になる可能性がございます） 

・背景に個人情報等が映らないようにご注意ください。 

6 その他 ・Zoom などの使用ソフトは、常に最新版にして受講してください。 
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研修の申し込みから受講までの流れはこちら 
 

 

10月上旬 

受講申し込み（オンライン研修 or集合研修選択） 

オンライン研修（Zoom）を希望する場合は本紙９頁に記載の「オンライン研修に必要と

なる受講環境について」を必ずご確認の上お申し込みください 

9月 

 

 

 

 

（事務局→受講者）受講決定通知送付 

（受講者→事務局）期限内に受講料払い込み 

事前課題を期限内に提出されない場合は演習日程へ進めません 

（事務局→受講者）研修資料一式送付 

（受講者→事務局）事前課題の提出 

（受講者）オンライン１９コース 

演習実施（４日間） 

（受講者）集合３３コース 

演習実施（４日間） 

（受講者）研修修了 

（事務局→受講者）修了証発行 

（オンライン研修コース） 

演習最終日、事務局より案内 

（集合研修コース） 

研修会場にて配付 

令和５年 

１２月上旬 

～ 

令和６年 

２月上旬 

全受講生 

12月上旬 

12月 

中旬 

1月 

上旬 

3次 

11月上旬 

12月 

上旬 

11月 

中旬 

2次 

11月上旬 12月上旬 

1次 

10月上旬

10月 

下旬 

11月 

下旬 

10月中旬 




